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○ 建設業は、技能労働者等の⾼齢化や若年労働者等の減少により、将来の担い⼿確保が喫緊の課題と
なっています。また、令和６年度から時間外労働時間の上限規制が適⽤されるため、⻑時間労働の是
正等をはじめとする働き方改革等への対応も急務となっています。

これらの課題解決に向け、改正建設業法に著しく短い工期の禁止などの規定を追加するとともに、
建退共の掛⾦充当の徹底など、国⼟交通省と業界団体等が⼀体となって様々な取組を進めていますが、
取組を確実なものにするためには、
発注者の皆様の理解と協⼒が不可
欠です。本資料は、発注者に適⽤
される規定、業界団体から要望が
あった内容等をまとめたものです。
建設工事を発注される際には、

ご協⼒等をお願いいたします。

改正建設業法が令和２年１０⽉１⽇に施⾏され、技能労働者の⻑時間労働等を是正するため、通常
必要と認められる期間に比して、著しく短い期間を工期とする請負契約の締結が禁止（変更契約にも
適⽤）されました。この規定は、⺠間も含む、発注者にも適⽤され、違反をした場合は「勧告」、従
わない場合は「公表」されます。
工期の設定にあたっては、工期に関する基準（令和２年７⽉ 中央建設業審議会 勧告）を踏まえ、

建設業者（元請）との適切な協議を通じて、建設業の担い⼿の週休２⽇等も適切に考慮した、適正な
工期の確保をお願いいたします。

なお、「発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン（第４版）」（令和４年８⽉）に、
建設業法上違反となるおそれがある⾏為事例を⽰していますのでご確認をお願いいたします。

建設工事発注時の留意事項①
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① 著しく短い期間を工期とする請負契約の締結を禁止︕ 【Ｐ３〜９】

建設業の状況 建 設 業 全産業等

建設業就業者 ピーク時から 29.2％減少 H9 685万人→ R3 485万人

55歳以上の割合 全産業より 4.5％⾼い 35.5％ 31.0％

29歳以下の割合 全産業より 4.5%低い 12.0％ 16.5％

年間実労働時間 調査産業計より 346時間⻑い 1978時間 1632時間

休⽇の状況（技術者） 4週8休 26.7％ 5.75⽇（4週） －

※詳細はP17～18参照



現場で働く建設労働者を雇⽤する場合に適⽤される建退共制度（※）については、公共工事・⺠間
工事を問わず適⽤されますので、⺠間工事においても、共済契約者等において建設技能者が働いた⽇
数に応じて掛⾦の納付等が適切に⾏われることが必要です。

建退共制度の掛⾦納付に係る受注者の費⽤は、工事の施工に従事する建設労働者に係る必要経費で
あり、工事の請負⾦額に適切に反映されるべきものと解され、これらの費⽤を含まない⾦額で建設工
事の請負契約を締結した場合には、発注者が建設業法第１９条の３に違反するおそれがありますので、
建設工事を発注する際は、建退共制度の適正な履⾏が図られるようご配慮等をお願いいたします。

※建退共制度︓中⼩企業退職⾦共済法の規定に基づく建設業退職⾦共済制度。
建設業を営む事業主の方が、対象となる雇⽤者の方々の共済⼿帳に、働いた⽇数に応じて、掛⾦となる共済証紙を貼り、その方々が建設業
で働くことをやめたときに、独⽴⾏政法人勤労者退職⾦共済機構・建設業退職⾦共済事業本部（建退共）から退職⾦が⽀払われます。

建設キャリアップシステム（※ＣＣＵＳ）については、令和５年度からの建退共のＣＣＵＳ完全移
⾏及びそれと連動したあらゆる工事におけるＣＣＵＳ完全実施を目指し、官⺠⼀体となって取組を進
めています。今後、国⼟交通省及び建設業界を挙げて、ＣＣＵＳを建設業界共通の制度インフラとし、
公共工事・⺠間工事を問わず、その完全活⽤の実現を目指す取組を加速することとしていますので、
⺠間発注工事においても、元請事業者及び下請事業者によるＣＣＵＳの活⽤や、工事に従事する技能
者がカードを利⽤できる環境整備が図られるよう、元請事業者による現場登録やカードリーダーの設
置などについてご配慮をお願いいたします。

※ＣＣＵＳ︓技能者の資格、社会保険加⼊状況、現場の就業履歴等を業界横断的に登録・蓄積する仕組みであり、技能者が能⼒や経験に応じた処遇
を受けられる環境の整備や、将来にわたる建設業の担い⼿確保に資するものとして、平成31 年４⽉から運⽤を開始。

建設工事発注時の留意事項②
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③ 建設キャリアップシステムの活⽤等に必要な費⽤等についてご配慮を︕
【Ｐ10・12〜16】

② 建退共の掛⾦納付に係る受注者費⽤は適正に負担を︕【Ｐ10〜11】



○ 長時間労働が常態化する中、その是正等が急務。
※ 働き方改革関連法（2018年6月29日成立）による改正労働基準法に基づき、

建設業では、2024年度から時間外労働の上限規制（罰則付き）が適用開始。

建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律
（令和元年法律第三十号）

２．建設現場の生産性の向上 ３．持続可能な事業環境の確保

背景・必要性

１．建設業の働き方改革の促進

＜時間外労働の上限規制＞

✓原則、月４５時間 かつ 年３６０時間
✓特別条項でも上回ることの出来ないもの：

・年７２０時間（月平均６０時間）
・２～６ヶ月の平均でいずれも８０時間以内
・単月１００時間未満
・月４５時間を上回る月は年６回を上限

＜年齢構成別の技能者数＞

○ 地方部を中心に事業者が減少し、
後継者難が重要な経営課題となる
中、今後も「守り手」として活躍し続
けやすい環境整備が必要。

（１）長時間労働の是正 （工期の適正化等）
■ 中央建設業審議会が、工期に関する基準を作成・勧告。
また、著しく短い工期による請負契約の締結を禁止し、違反
者には国土交通大臣等から勧告等を実施。
■ 公共工事の発注者に、必要な工期の確保と施工時期の平
準化のための方策を講ずることを努力義務化。

（２）現場の処遇改善

■ 建設業許可の基準を見直し、社会保険への加入を要件化。

■ 下請代金のうち、労務費相当分については現金払い。

（１）限りある人材の有効活用と若者の入職促進
■ 工事現場の技術者に関する規制を合理化。

（ⅰ）元請の監理技術者に関し、これを補佐する制度を創
設し、技士補がいる場合は複数現場の兼任を容認。

（ⅱ）下請の主任技術者に関し、一定未満の工事金額等の
要件を満たす場合は設置を不要化。

（２）建設工事の施工の効率化の促進のための環境整備
■ 建設業者が工場製品等の資材の積極活用を通じて生産性を向上できるよう、
資材の欠陥に伴い施工不良が生じた場合、建設業者等への指示に併せて、
国土交通大臣等は、建設資材製造業者に対して改善勧告・命令できる仕組みを構築。

＜元請の監理技術者＞ ＜下請の主任技術者＞

３．持続可能な事業環境の確保

■ 経営業務に関する多様な人材確保等に資するよう、経営業務管理責任者に関する規制を合理化（※）。

※ 建設業経営に関し過去５年以上の経験者が役員にいないと許可が得られないとする現行の規制を見直し、
今後は、事業者全体として適切な経営管理責任体制を有することを求めることとする。

■ 合併・事業譲渡等に際し、事前認可の手続きにより円滑に事業承継できる仕組みを構築。

法律の概要

１．建設業の働き方改革の促進 ２．建設現場の生産性の向上

○ 現場の急速な高齢化と若者離れが深刻化する中、
限りある人材の有効活用と若者の入職促進による
将来の担い手の確保が急務。

（令和元年６月５日成立、６月12日公布）
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工期の適正化
（建設業法第１９条、第１９条の５・６、第２０条、第２０条の２、第２１条、第３４条、入契法第１１条）

実施を勧告

◆中央建設業審議会が工期に関する基準を作成
（中央建設業審議会の設置等）

第三十四条 （略）
２ 中央建設業審議会は、建設工事の標準請負契約約款、⼊札の参加者の資格に関する基準、予定価格を構成する材料費及び役務費以外の諸経費に関す

る基準並びに建設工事の工期に関する基準を作成し、並びにその実施を勧告することができる。

◆通常必要と認められる期間に比して著しく短い工
期による請負契約の締結を禁止
（著しく短い工期の禁止）

第十九条の五 注文者は、その注文した建設工事を施工するために通常必
要と認められる期間に比して著しく短い期間を工期とする請負契約を締
結してはならない。

注文者

◆工程の細目を明らかにし、工程ごとの作業及
びその準備に必要な⽇数を⾒積り

（建設工事の⾒積り等）
第二十条 建設業者は、建設工事の請負契約を締結するに際して、工事内容

に応じ、工事の種別ごとの材料費、労務費その他の経費の内訳並びに工
事の工程ごとの作業及びその準備に必要な⽇数を明らかにして、建設工
事の⾒積りを⾏うよう努めなければならない。

２・３ （略）

建設業者

◆工事を施工しない⽇や時間帯の定めをするときには契約書面に明記
（建設工事の請負契約の内容）

第十九条 建設工事の請負契約の当事者は、前条の趣旨に従って、契約の締結に際して次に掲げる事項を書面に記載し、署名又は記名押印をして相互に交付しな
ければならない。

⼀〜三 （略）
四 工事を施工しない⽇又は時間帯の定めをするときは、その内容
五〜十六 （略）

◆工期に影響を及ぼす事象で認識しているものについ
て契約締結までに通知

（工期等に影響を及ぼす事象に関する情報の提供）
第二十条の二 建設工事の注文者は、当該建設工事について、地盤の沈下そ

の他の工期又は請負代⾦の額に影響を及ぼすものとして国⼟交通省令で定
める事象が発生するおそれがあると認めるときは、請負契約を締結するま
でに、建設業者に対して、その旨及び当該事象の状況の把握のため必要な
情報を提供しなければならない。

【建設業法施⾏規則】
（工期等に影響を及ぼす事象）

第十三条の十⼀ 法第二十条の二の国⼟交通省令で定める事象は、次に掲げ
る事象とする。

⼀ 地盤の沈下、地下埋設物による⼟壌の汚染その他の地中の状態に起因
する事象

二 騒音、振動その他の周辺の環境に配慮が必要な事象
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工期の適正化（工期に関する基準）

第２章 工期全般にわたって考慮すべき事項
（１）自然要因 降⾬⽇・降雪⽇、河川の出⽔期における作業制限 等
（２）休日・法定外労働時間

改正労働基準法に基づく法定外労働時間
建設業の担い⼿⼀人ひとりが週休２⽇（４週８休）を確保

（３）イベント 年末年始、夏季休暇、GW、農業⽤⽔塔の落⽔期間 等
（４）制約条件 鉄道近接・航空制限などの⽴地に係る制約 等
（５）契約方式

設計段階における受注者（建設業者）の工期設定への関与、分離発注 等
（６）関係者との調整 工事の前に実施する計画の説明会 等
（７）⾏政への申請

新技術や特許公報を指定する場合、その許可がおりるまでに要する時間 等
（８）労働・安全衛生

労働安全衛生法等の関係法令の遵守、安全確保のための十分な工期の設定 等
（９）工期変更

当初契約時の工期の施工が困難な場合、工期の延⻑等を含め、適切に契約条件の
変更等を受発注者間で協議・合意

（１０）その他 施工時期や施工時間、施工法等の制限 等

（１）背景 （２）建設工事の特徴 （３）建設工事の請負契約及び工期に関する考え方（４）本基準の趣旨 （５）適⽤範囲
（６）工期設定における受発注者の責務

第３章 工程別に考慮すべき事項
（１）準備 （２）施工 （３）後片付け

働き方改革に向けた意識改革や事務作業の効率化、工事開始前の事前調
整、施工上の工夫、ICTツールの活⽤等について、優良事例として整理

第６章 その他
（１）著しく短い工期と疑われる場合の対応

駆け込みホットラインの活⽤
（２）新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた工期等の設定

受発注者間及び元下間において、協議を⾏い、必要に応じて適切に契約変更
（３）基準の⾒直し

本基準の運⽤状況等を踏まえて、⾒直し等の措置を講ずる

第４章 分野別に考慮すべき事項
（１）住宅・不動産 （２）鉄道 （３）電⼒ （４）ガス

〇改正建設業法（令和2年10⽉施⾏）により、通常必要と認められる期間に比して著しく短い工期による請負契約の締
結を禁止。違反した場合、国⼟交通大臣等による勧告・公表が可能となった。

〇また、中央建設業審議会が工期に関する基準を作成・勧告できることとされた。

第１章 総論
適正な工期の設定や見積りにあたり発注者及び受注者（下請負人を含む）が考慮すべき事項の集合体であり、適正な工期を確保するための基準

第５章 働き方改革・生産性向上に向けた取組について

工期に関する基準 （令和２年７月 中央建設業審議会作成・勧告）

〇工期に関する基準について、関係省庁と連携した⺠間発注者団体への周知を含めて、広く関係者への
周知徹底を図っているところ。
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○建設業法においては、契約適正化のために契約当事者が遵守すべき最低限の義務等を定めているが、これらの規定の趣旨が十分に
認識されていない場合等においては、法令遵守が徹底されず、建設業の健全な発展と建設工事の適正な施工を妨げるおそれ。

○これまでにも、「建設業法令遵守ガイドライン」の策定など元請下請間の契約適正化を推進してきたが、発注者と受注者間の契約にお
いても、不適正な取引実態が存在しており、元下間の不適正な取引を生む一因との指摘。

○発注者・受注者間における請負契約の適正化を図ることは、元請下請間の契約を含め建設業における契約全体の適正化を推進し、建
設工事の適正な施工の確保を通じて、発注者等の利益にもつながるもの。

○このため、公共工事、民間工事にかかわらず、発注者と受注者との間で行われる請負契約の締結やその履行に関し、法律の不知等に
よる法令違反行為を防ぎ、発注者と受注者との対等な関係の構築及び公正・透明な取引の実現を図ることを目的として「発注者・受注
者間における建設業法令遵守ガイドライン」を策定。

Ⅰ．背景・目的

Ⅱ．ガイドラインの概要

発注者と受注者との請負契約について、法令遵守が必要な以下の項目ごとに、「建設業法上違反となる行為事例」、「建設業法上
違反となるおそれのある行為事例」等を具体的に明示した。また、あわせて法令の規定の趣旨、留意すべき事項、とるべき望ましい行為な
どについての解説を加えたほか、関係法令についても解説。

６．指値発注（建設業法第19条第1項、第19条の3、第20条第4項）
７．不当な使用資材等の購入強制（建設業法第19条の4）
８．やり直し工事（建設業法第19条第2項、第19条の3）
９．支払（建設業法第24条の3第２項、第24条の6）
１０．関係法令

１０－１．独占禁止法との関係について
(｢優越的地位の濫⽤に関する独占禁止法の考え方」と建設業法との関係）
１０－２．社会保険・労働保険（法定福利費）等について

（社会保険料等の法定福利費を適正に考慮した積算及び契約）
１０－３．建設工事で発生する建設副産物について

Ⅲ．周知先

①公共発注者（各府省庁、独法等、地方公共団体、電力・ガス会社 等）
②主要民間団体（経団連、商工会議所、小売業関係団体、不動産業関係団体 等）
③建設業者団体、④地方整備局、都道府県の建設業許可部局

１．見積条件の提示等（建設業法第20条第3項、第20条の２）
２．書面による契約締結

２-１．当初契約（建設業法第19条第1項、第19条の3、第20条第1項）
２-２．追加工事等に伴う追加・変更契約

（建設業法第19条第2項、第19条の3）
２-３．工期変更に伴う変更契約（建設業法第19条第2項、第19条の3）

３．著しく短い工期の禁止（建設業法第19条の5）
４．不当に低い発注金額（建設業法第19条の3）
５．原材料費等の高騰・納期遅延等の状況における適正な請負代金の

設定及び適正な工期の確保
（建設業法第19条第2項、第19条の3、第19条の5）

6

発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドラインの概要（Ｈ２３．８策定、最終改訂R４．８）



○概要
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○ 発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドラインについて 【著しく短い工期の禁止】

３．工期
（１）著しく短い工期の禁止（改正法第１９条の５）
【改正法第１９条の５】

注文者は、その注文した建設工事を施工するために通常必要と認められる期間に比して著しく短い期間を工期
とする請負契約を締結してはならない。

【法改正の背景】
建設業就業者の⻑時間労働の是正のためには、建設工事の契約締結に際し、適正な工期を設定することが必要

であり 、従来のような⻑時間労働を前提とした短い工期での工事は、事故の発生や⼿抜き工事にもつながるおそ
れがあるため禁止することとしたもの。

なお、この規定に違反した場合において、特に必要があると認めるときは、建設工事の受注者である建設業者
（元請）に許可をした許可⾏政庁（※）は、当該建設工事の発注者に勧告を⾏うこととしている。

（※許可⾏政庁が国⼟交通大臣の場合は、「建設業者の不正⾏為等に対する監督処分の基準の⼀部改正につい
て」（国不建第１７９号、令和２年９⽉３０⽇）参照）

【建設業法上違反となるおそれがある⾏為事例】
① 発注者が、早期の引渡しを受けるため、受注予定者に対して、一方的に当該建設工事を施工するために、通
常よりもかなり短い期間を示し、当該期間を工期とする請負契約を締結した場合

② 受注予定者が、発注者から提示された工事内容を適切に施工するため、通常必要と認められる期間を工期と
して提示したにも関わらず、それよりもかなり短い期間を工期とする請負契約を締結した場合

③ 受注者の責めに帰さない理由により、当初の請負契約において定めた工期を変更する際、当該変更後の請負
契約の工事を施工するために、通常よりもかなり短い期間を工期とする請負契約を締結した場合

【その他内容】
１．⾒積条件の提示等（改正法第２０条の２関係） ２．書面による契約締結（改正法第１９条第１項関係）
８．支払 （２）請負代⾦を⼿形で支払う場合の留意事項（改正法第２４条の３第２項関係）



上限規制

労
働
基
準
法
違
反

著しく短い工期の禁止 （改正建設業法第１９条の５）

 改正建設業法第１９条の５において、「注文者は、その注文した建設工事を施工するために通常必要と認められる
期間に比して著しく短い期間を工期とする請負契約を締結してはならない。」ことが規定された。

 この規定が設けられた主旨は、建設業就業者の⻑時間労働を是正するためには、適正な工期設定を⾏う必要があり、
通常必要と認められる期間と比して著しく短い期間を工期とする建設工事の請負契約を禁止するもの。

通常必要と認められる期間に比して著しく短い期間

短い工期と⻑時間労働の関係 【工期と⻑時間労働の関係】

時間外労働時間

工
期

長

長

短

短

○建設工事の工期は、施工環境・施工技術・労働者数等の様々な要素の影響を受けるが、
時間外労働時間との関係において、その他の要素を⼀定とすると、右の図のように短
い工期と⻑時間労働には相関関係がある。

○特に、令和６年４⽉からは、建設業についても、時間外労働時間の上限規制の適⽤を
受けるため、当該上限規制以上の時間外労働は、労働基準法違反となる。

時間外労働時間

工
期

○ 改正建設業法第１９条の５の規定の主旨（建設業就業者の⻑時間労働の是正）を踏
まえた適切な運⽤を確保するためには、「著しく短い工期」の判断に際しては、単に
定量的な期間の短さに着目するのではなく、「工期短縮が⻑時間労働などの不適正な
状態を生じさせているか」に着目することが必要。

○ このため、「通常必要と認められる期間と比して著しく短い期間」とは、単に定量
的に短い期間を指すのではなく、 「建設工事の工期に関する基準」（令和２年７⽉
２０日、中央建設業審議会勧告） 等に照らして不適正に短く設定された期間をいう。

【工期と⻑時間労働の関係】
（令和６年４⽉〜）

長

長

8



著しく短い工期の禁止に違反した場合の措置

発注者

元請
（建設業者）

著しく短
い工期に
よる契約

１次下請
（建設業者）

※必要があるときは発注者に対し、報告又は資料の提出を求めることが可能。
※勧告等の対象となる建設工事の請負代⾦の額の下限は、500万円（建築⼀式工事

にあっては1,500万円）。

③ 建設工事の注文者が建設業者である場合、国⼟交通大臣等は建設業
法第４１条を根拠とする勧告や第２８条を根拠とする指⽰処分を⾏う。
（通常と同様）

9

＜建設業法＞
第十九条の六 （略）
２ 建設業者と請負契約（請負代⾦の額が政令で定める⾦額以上であるものに限る。）を締結した発注

者が前条の規定に違反した場合において、特に必要があると認めるときは、当該建設業者の許可をした
国⼟交通大臣又は都道府県知事は、当該発注者に対して必要な勧告をすることができる。

３ 国⼟交通大臣又は都道府県知事は、前項の勧告を受けた発注者がその勧告に従わないときは、その
旨を公表することができる。

４ 国⼟交通大臣又は都道府県知事は、第⼀項又は第二項の勧告を⾏うため必要があると認めるときは、
当該発注者に対して、報告又は資料の提出を求めることができる。

＜⼊契法＞
第十⼀条 各省各庁の⻑等は、それぞれ国等が発注する公共工事の⼊札及び契約に関し、当該公共工事

の受注者である建設業者（建設業法第二条第三項に規定する建設業者をいう。次条において同じ。）に
次の各号のいずれかに該当すると疑うに足りる事実があるときは、当該建設業者が建設業の許可を受け
た国⼟交通大臣又は都道府県知事及び当該事実に係る営業が⾏われる区域を管轄する都道府県知事に対
し、その事実を通知しなければならない。
⼀ （略）
二 第十五条第二項若しくは第三項、同条第⼀項の規定により読み替えて適⽤される建設業法第二十

四条の⼋第⼀項、第二項若しくは第四項又は同法第十九条の五、第二十六条第⼀項から第三項まで、
第二十六条の二若しくは第二十六条の三第六項の規定に違反したこと。

著しく短
い工期に
よる契約

② 国⼟交通大臣等は著しく短い工期で契約を締結した発注者に対して、勧
告を⾏うことができ、従わない場合はその旨を公表することができる。

①＜公共工事の場合＞＜⼊契法＞
建設工事の受注者（元請）が下請業者と著しく短い工期で下請契約を締

結していると疑われる場合は、当該工事の発注者は当該受注者の許可⾏政
庁にその旨を通知しなければならない。

※建設業法第３１条を根拠とする⽴⼊検査や報告徴収も可能

許可⾏政庁

違反の疑い
を通報

駆け込みホット
ライン 等

勧告

指⽰

①

②

③



主な⺠間発注者団体の⻑ あて通知（国⼟交通省⼟地・建設産業局建設業課⻑（国⼟⼊企第４ 号、令和２年４⽉１⽇））

（略） 貴団体傘下の企業へ周知していただくとともに、下記について、ご協⼒及びご配慮をお願いいたします。

○留意事項③（建設キャリアップシステムの活⽤等に必要な費⽤等についてご配慮を）関係

１． （略） 建設キャリアアップシステムの現場での活⽤を促進するためには、⺠間発注工事においても、元請事業
者による現場登録とカードリーダーの設置や、施工体制に参画する下請事業者による施工体制登録等の円滑な実施な
ど、建設キャリアアップシステムの活⽤に向けた環境整備が進められることが重要です。

今後、国⼟交通省及び建設業界を挙げて、建設キャリアアップシステムを建設業界共通の制度インフラとし、公共
工事・⺠間工事を問わず、その完全活⽤の実現を目指す取組を加速することとしていますので、⺠間発注工事におい
ても、元請事業者及び下請事業者による建設キャリアアップシステムの活⽤や、工事に従事する技能者がカードを利
⽤できる環境整備が図られるよう、元請事業者による現場登録やカードリーダーの設置などについて、必要に応じて
適宜ご配慮をお願いするとともに、元請事業者はじめ建設企業等への普及啓発や理解促進にご協⼒をいただくようお
願いします。

○留意事項②（建退共の掛⾦納付に係る受注者費⽤は適正に負担を）関係

２． （略） 建退共制度は、公共工事・⺠間工事を問わず、現場で働く建設労働者を雇⽤する場合に適⽤される制度
であることから、⺠間工事についても、共済契約者等において建設技能者が働いた⽇数に応じて掛⾦の納付等が適切
に⾏われるよう、制度が適正に運⽤されることが必要です。

官⺠施策パッケージでは、 （略） ⺠間工事についても建設企業による掛⾦納付・充当の徹底を図ることとし、
⺠間工事を含め、令和５年度から建設キャリアアップシステム活⽤への完全移⾏の方針を掲げたところでありますが、
貴団体におかれては、建設産業における建退共制度の意義と運⽤徹底の趣旨について十分ご理解いただくとともに、
建設業者団体あての要請において、⺠間発注工事についても、元請事業者等による適切な対応を要請したところであ
りますので、ご承知おきいただきますようお願いいたします。

また、建退共制度の掛⾦納付に係る受注者の費⽤は、工事の施工に従事する建設労働者に係る必要経費であり、工
事の請負⾦額に適切に反映されるべきものと解されるため、貴団体傘下の企業が発注する工事におかれましても、建
退共制度の適正な履⾏が図られるようご配慮をお願いいたします。

建設キャリアアップシステム（CCUS）の活用促進等について

10



○概要
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○ 発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン（R4.8）について 【建退共掛金】

10．関係法令
10－２ 社会保険・労働保険（法定福利費）等について

社会保険や労働保険は労働者が安⼼して働くために必要な制度であり、強制加⼊の方式がとられている。
具体的には、健康保険と厚生年⾦保険については、法人の場合にはすべての事業所について、個人経営の場合でも

常時５人以上の従業員を使⽤する限り、必ず加⼊⼿続を⾏わなければならず、また、雇⽤保険については、建設事業
主の場合、個人経営か法人かにかかわらず、労働者を１人でも雇⽤する限り、必ず加⼊⼿続をとらなければならない。

このため、受注者には、これらの保険料に係る費⽤負担が不可避となっている。
これらの保険料にかかる受注者の費⽤は、労災保険料とともに受注者が義務的に負担しなければならない法定福

利費であり、建設業法第１９条の３に規定する「通常必要と認められる原価」に含まれるべきものである。
このため、発注者及び受注者は⾒積時から法定福利費を必要経費として適正に考慮すべきであり、法定福利費相当

額を含まない⾦額で建設工事の請負契約を締結した場合には、発注者がこれらの保険への加⼊義務を定めた法令の違
反を誘発するおそれがあるとともに、発注者が建設業法第１９条の３に違反するおそれがある。
また、受注者が、中⼩企業退職⾦共済法の規定に基づく建設業退職⾦共済制度の加⼊事業者である場合、公共工事、

⺠間工事の別を問わず、その雇⽤する者すべてに対して賃⾦を支払う都度、納付しなければならない建退共掛⾦につ
いても、工事の施工に直接従事する建設労働者に係る必要経費であり、建設業法第１９条の３に規定する「通常必要
と認められる原価」に含まれるものであるため、上記の法定福利費と同様に、適正に確保することが必要である。

参考：建設業法（昭和２４年法律第１００号）【抜 粋】

第１９条の３（不当に低い請負代金の禁止）
注文者は、自己の取引上の地位を不当に利用して、その注文した建設工事を施工するために通常必要と認められる

原価に満たない金額を請負代金の額とする請負契約を締結してはならない。



○ 「建設キャリアアップシステム」は、技能者の資格や現場での就業履歴等を登録・蓄積し、技能・経験の客観
的な評価を通じた技能者の適切な処遇や現場管理につなげる仕組み

○ これにより、①若い世代がキャリアパスの見通しをもてる、②技能・経験に応じて処遇を改善する、③技能
者を雇用し育成する企業が伸びていける建設業を目指す

○ システムは、日建連、全建、建専連、全建総連など、業界団体と国が連携して官民一体で普及を推進

建設キャリアアップシステムの概要

技能者にカードを交付

現場の登録と技能者のカードタッチ

【技能者情報】
・本人情報
・保有資格
・社会保険加入等

技能者情報等の事前登録

【事業者情報】
・商号
・所在地
・建設業許可情報 等

※システム運営︓（⼀財）建設業振興基⾦＜建設キャリアアップシステムの概要＞

技能者が現場入場の際にカードタッチで履歴を蓄積

ピッ！

◎ 現場を支える技能者が、技能・経験に応じて適切に処遇され、働き続けられる環境づくり （働き方改革）
◎ データ連携等を通じた効率的な現場管理 （生産性向上）

→ 建設業が「地域の守り手」として将来にわたり持続的な役割を担っていくために必要

技能レベルのステップアップ

【現場情報】
・現場名、工事の内容
・下請の施工体制
・下請の技能者の配置状況 等

現場管理での活⽤

元請が工事を登録し、現場にカードリーダーを設置

社会保険加入の確認や施工体制台帳とのデータ連携 など
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建設キャリアアップシステムによる技能者の処遇改善
～システムへの登録と利用促進、処遇改善への行程～

STEP１ STEP３

技能者の入職･定着促進

技能者の技能・経験の評価

新３Ｋの実現
（給料･休日･希望）

◎経営事項審査における加点評価

◎公共工事における企業評価
・総合評価やモデル工事での加点

◎社保加入の確認など、現場管理で
の活用

◎週休２日の推進への活用
・公共発注者による利活⽤

◎退職⾦(建退共)制度との連携

◎技能者のCCUSレベルに応じた
手当て支給の促進

◎技能者の技能・経験に応じた賃⾦
・労務費調査において、CCUS技能者

の技能・経験別の賃⾦実態を調査し、
レベル別の賃⾦目安を⽰すなど、労務
費と能⼒評価を連携

◎施工能⼒等の⾒える化評価

◎登録等のサポート体制
・CCUSサテライト説明会
・CCUS認定アドバイザー等

◎機器設置等に対する助成制度

STEP２

STEP１ システムへの登録促進 STEP2 現場での利用の促進 STEP3 技能者の処遇等への反映

※ 建設キャリアアップシステム処遇改善推進協議会のもと官⺠⼀体で推進
13



建退共とＣＣＵＳのデータ連携について

○ 建退共の電子申請方式によって、従来の証紙貼付方式に比べて効率的に、直接、技能労働者に退職金の掛金を納付
（元下間の証紙交付のやりとりを省略し、元請が直接、電子的に掛金納付するため、より確実）

○ さらに、ＣＣＵＳに蓄積したデータを建退共の就労実績報告作成ツールに取り込むことで、就労実績報告が正確かつ簡略化
（今夏から、元請や１次下請が直接にＣＣＵＳのデータを利用することを可能とするシステムを供用開始）

※証紙貼付⽅式をはじめ、掛⾦納付等の適正履⾏を図るため、公共発注者による元請に対する履⾏確認を強化・徹底 （令和３年３⽉通知「元請事業主による建退共制度の履⾏状況に関する発注機関の確認等について」）

就労実績
ファイル

就労状況報告書
（4号 月別様式）

就労実績報告
作成ツール

CCUS連携
方式

電子申請
方式

（通常）

作業員名簿等の各種書類を参照して、
就労実績報告作成ツールに、就労実績
を手作業で入⼒する

技能労働者

CCUS

建退共とCCUSのデータ連携

証紙貼付方式による掛⾦納付

〇元下間での証紙交付のやりとりが生じるため、掛⾦納付が不
徹底になるおそれ。どの技能労働者に貼付されたか確認が困
難であり、就労の実績と納付の対応関係も不透明になりやすい

電子申請方式

〇申請に基づいて技能労働者に直接、退職⾦ポイントが
付与されるため、就労実績に基づき確実に掛⾦が納付

〇証紙の事前購入や交付が不要

【重要】 元請が電子申請⽅式を選択すれば、下請による電子申請⽅式の採
⽤・不採⽤に関わらず、掛⾦を電子申請で納付できる

（同一現場での証紙貼付方式と電子申請方式の混在は生じない）技能労働者証紙 共済手帳
１枚ずつ貼付各事業者 【貼付欄】

CCUSに蓄積されたデータを取り
込み、就労実績ファイルを作成

処遇改善のためには、就労実績が
正しく把握され、実績どおりに掛⾦
が納付されることが重要

建退共制度では、技能労働者の
働いた日数に応じて退職⾦の掛
⾦が納付

電子申請専⽤サイト

建退共

（証紙のような元請や下請間でのやりとりが不要）

（手作業での入⼒が不要で実績が正確）

技能労働者に対して、直接、
退職⾦ポイントを付与

退職⾦ポイント

※元請や１次下請が直接にＣＣＵＳのデータを利用することが可能 14



（参考）登録料・利⽤料⾦（料⾦は全て税込）

ＩＤ数 料 ⾦
1IDあたり 950/⽉換算
⼀人親方 200/⽉換算

②管理者ＩＤ利⽤料

就業履歴回数 料 ⾦
１回 10 円

資本⾦ 新規・更新
500万円未満 6,000円
500万円以上1,000万円未満 12,000円
1,000万円以上2,000万円未満 24,000円
2,000万円以上5,000万円未満 48,000円
5,000万円以上1億円未満 60,000円
1億円以上3億円未満 120,000円
3億円以上10億円未満 240,000円
10億円以上50億円未満 480,000円
50億円以上100億円未満 600,000円
100億円以上500億円未満 1,200,000円
500億円以上 2,400,000円

※5年ごとに更新
※⼀人親方の方は事業者
登録料は無料
※個人事業主の方の登録
料は6,000円

事業者の登録料・利用料
①事業者登録料（５年ごと）

●簡略型登録料︓2,500円（据置）
※簡略型登録はインターネット申請のみ

●詳細型登録料︓4,900円
(簡略型から詳細型への移⾏︓差額2,400円)

技能者の登録料

※登録は、最初の登録から10年間有効
（カードに有効期限を記載）
※更新（再登録）時には、その時点のレベル
に従ったカードが交付

 詳細型登録により、能⼒評価（レベル判
定）への活⽤が可能（レベル判定料︓
4000円/回）
※元請事業者にとっては、作業員名簿の記載効率化に

資する

 簡略型登録でも就業履歴の蓄積、建退共
の掛⾦充当、現場での社会保険加⼊の確
認が可能

※既存⺠間システムとCCUSの自動連携（API連携）が
元請により措置されている現場では、技能者は既存⺠
間システムによる就業履歴の蓄積⽅法によって、CCUS
にも就業履歴が自動的に蓄積されることが可能（この
場合も、現場利⽤料は発生）

※これとは別に現場管理を⾏う際に登録現場ごとに付
与され、施工体制登録や就業履歴の事後補正等のみ
に⽤いる「現場管理者ID」や、下請事業者・技能
者の代⾏申請に⽤いる「代⾏登録担当者ID」があ
り、これらは無料

就業履歴回数 料 ⾦
１回 10 円

③現場利⽤料※元請事業者に対して毎⽉請求
技能者による就業履歴の蓄積（カードタッチ）１回ごと
に料⾦が発生※

タッチ実績に基づき、建設業振興基⾦が、元請事業者に
対して請求

元請事業者のみ
各事業者は、システムを操作し、情報閲覧、現場登
録、施工体制登録等を⾏うためには、IDが必要。
事業者登録時に付与される「事業責任者ID」と
「管理者ID」を利⽤することで、最大３階層を設
け、⽀店等単位で管理可能
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建設キャリアアップシステム
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建設業就業者の現状
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出典：日建協「2021時短アンケート」を基に作成

雇用保険 健康保険 厚生年金 ３保険

H23.10 94％ 86％ 86％ 84％

H24.10 95％ 89％ 89％ 87％

H25.10 96％ 92％ 91％ 90％

H26.10 96％ 94％ 94％ 93％

H27.10 98％ 97％ 96％ 96％

H28.10 98％ 97％ 97％ 96％

H29.10 98％ 98％ 97％ 97％

H30.10 98％ 98％ 97％ 97％

R01.10 99％ 99％ 99％ 98％

R02.10 99％ 99％ 99％ 99％

R03.10 99％ 99％ 99％ 98％

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

5500

6000 製造業生産労働者（男性）

建設業生産労働者（男性）

建設業を取り巻く現状と課題

社会保険の加入は一定程度進んでいるが、
下位の下請になるほど加入率は低く、さらに
踏み込んだ対策が必要。

企業別・３保険別加⼊割合の推移（事業者単位）

給与は建設業全体で上昇傾向にあるが、生産
労働者（技能者）については、製造業と比べ低い
水準。

建設業男性全労働者等の年間賃⾦総⽀給額

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（10人以上の常用労働者を雇用する事業所）
※年間賃金総支給額＝きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額
※令和２年より生産労働者のみの調査がなくなったため、2020年の生産労働者の値は、
全労働者の対前年増減率と同じ増減率を仮定して算出。

○製造業の賃⾦のピークは50〜54歳であることに対し、建設業の賃
⾦ピークは45〜49歳。
○賃⾦カーブのピーク時期が製造業よりも早く到来する傾向があり、
現場の管理、後進の指導等のスキルが評価されていない可能性。

出典：公共事業労務費調査

建設業は全産業平均と比較して年間340時間
以上長時間労働の状況。

出典： 厚生労働省「毎月勤労統計調査」年度報より国土交通省作成

出典：令和元年賃金構造基本統計調査

（単位：千円） 年齢階層別の賃⾦⽔準

約3％
の差

元請：99.5%

1次下請：99.0%

2次下請：97.2%

3次下請：92.1%

建設業における休⽇の状況（技術者）

他産業では当たり前となっている週休２日もとれ
ていない。

60歳以上の高齢者（79.5万人、25.6％）は、10

年後には大量離職が見込まれる。一方、それを
補うべき若手入職者の数は不十分。

年齢階層別の建設技能労働者数

出典：総務省「労働力調査」（R３年平均）を元に国土交通省にて推計

（年齢階層）

（万人)

26.7 

17.7 

32.8 

4.9 

4.2 

5.5 

26.6 

26.0 

27.7 

6.4 

6.4 

7.0 

28.7 

38.4 

21.2 

6.7 

7.3 

5.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

建築工事

土木工事

4週8休

(完2)

4週7休 4週6休 4週5休 4週4休 4週3休以下

４週８休は約３割 約４割が４週４休以下
（4週当たり）
閉所日数

5.75日

（4週当たり）
閉所日数

6.05日

（4週当たり）
閉所日数

5.34日

【注】
※建設工事全体には、建築工事、土木工事の他にリニューアル工事等が含まれる。
※日建協の組合員の技術者等を対象にアンケート調査。

1.9 
13.5 

21.8 
19.9 

26.9 
33.3 

44.2 
39.1 

30.1 
26.9 

52.6 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65歳以上

37.2万人
12.0％

79.5万人
25.6％

1,600

1,700

1,800

1,900

2,000

2,100

2,200

H９ H11 H13 H15 H17 H19 H21 H23 H25 H27 H29 R元 R３

年間実労働時間の推移

建設業

製造業

調査産業計

2026

48

平成９年度：2026時間
令和３年度：1978時間

▲48時間

平成９年度：1972時間

98

平成９年度：1972時間
令和３年度：1874時間

▲98時間

346時間

平成９年度：1887時間
令和３年度：1632時間

▲255時間

104時間

（時間）
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建設業における時間外労働規制の見直し（働き方改革関連法）
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関係資料・問い合わせ先

【関係資料：国土交通省HP】
（工期に関する基準）
https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk1_000190.html
（発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン（第４版））

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/content/001493867.pdf
（建設キャリアップシステム）

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_fr2_000033.html

【問い合わせ先】

国土交通省 関東地方整備局 建政部 建設産業第一課

TEL：０４８－６０１－３１５１（代表）

○著しく短い工期について

指 導 係 （内線：６６９２・６６９６）

○建設キャリアップシステムについて

連携推進係 （内線：６６５０・６１４２）
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